
論　文　性的少数者保護と性差別禁止法理

No. 735/October 2021 37

2020 年 6 月，アメリカ連邦最高裁は，「性的指向と性自認」（Sexual Orientation and 
Gender Identity, SOGI）を理由とする差別は「性」差別に当たり，公民権法第 7 編に違
反するとの判断を初めて示した（Bostock v. Clayton County, 140 S. Ct. 1731 （2020））。本
稿は，性的少数者の権利保障において後れをとる日本での議論に資することを目的の 1 つ
として，先般新たな判断が示されたアメリカの状況を紹介するものである。まず（Ⅱ），
雇用差別の解決手法が日米で異なるところ，アメリカでは不当な取扱いを違法とするには
差別禁止規定の存在が極めて重要であることを確認する。次に（Ⅲ），性的少数者らが権
利を獲得してきた背景には，当事者による社会運動とその影響を受けた法制度と裁判例の
展開があることや，性的ステレオタイプ理論等を用いて SOGI 差別を違法とする裁判例が
現れていたこと等を指摘し，多様な要因が積み重なって 2020 年連邦最高裁判決に至った
ことを明らかにする。最後に（Ⅳ），連邦最高裁判決を検討し，同判決により全米の性的
少数者らが雇用の全局面における SOGI 差別から保護されることになったことや，一連の
SOGI 差別が禁止される可能性が高いことなど，判決の意義を述べる。加えて，同判決が
将来の問題とした，平等な取扱いを超えて何らかの配慮（自認する性でのトイレや更衣室
の使用等）を必要とする場面についても若干の検討をする。
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Ⅰ　は じ め に

1　本稿の目的

　アメリカでは，2020 年に連邦最高裁判所が，性
的指向や性自認を理由とする解雇は「人種，肌の
色，宗教，性，または出身国」を理由とする雇用
差別を禁じる公民権法第 7 編（Title Ⅶ of the Civil 
Rights Act of 1964）（以下「第 7 編」という）に違

反するとの判断を初めて示した 1）。ただし，連邦
最高裁は，性的指向や性自認そのものが第 7 編に
列挙された差別禁止事由に当たると解したわけで
はない。第 7 編の「性」（sex）とはあくまで生物
学的な男女の区別を意味するとしたうえで，性的
指向や性自認を理由とする不利益取扱いが常に

「性を理由とする差別」に該当するがゆえに禁止
されるとした。
　世界的に性的少数者の問題に関心が高まるなか
で 2），日本でも，自治体による同性パートナーシ
ップ証明書の発行，同性婚を認めないことが憲法
14 条違反に当たるとした札幌地裁判決 3），LGBT
理解増進法案の作成等，性的少数者の権利を保障
する動きがみられている。また，性同一性障害者
による訴訟が提起されるなど（Ⅱ 1参照），職場
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における性的少数者の雇用管理が課題となる場面
も増えることが予想される。現行法の下でこれら
の問題がどのように解決できるかを検討すること
に加え，性的指向や性自認を理由とする（雇用）
差別禁止法を新たに制定することも視野に入れた
議論が必要になるといえよう。
　そのようななかで，1970 年代に始まった性的少
数者の権利獲得運動以降，紆余曲折を経て 2020
年の連邦最高裁判決に至ったアメリカの経験を知
ることは，日本における議論にとっても重要であ
る。そこで本稿では，日米の法枠組みの違いを確
認したうえで（Ⅱ），アメリカにおける性的少数
者に関する社会運動，法制度および裁判例の展開
について整理し（Ⅲ），最後に Bostock 事件連邦
最高裁判決を検討する（Ⅳ）。

2　性的少数者とは

　日本でも，性的少数者の総称である「LGBT」
という用語の認知度が高まっている。Lesbian（女
性同性愛者），Gay（男性同性愛者），Bisexual（両性
愛者），Transgender（性同一性障害者）4）の頭文字
をとったものであるが，LGBT では捉えきれない
多様な人々が含まれることから（自己の認識とし
て性別が確立していない Questioning 等），最近では

「SOGI（Sexual Orientation and Gender Identity）」
（性的指向・性自認）が使用されることも多い。性
的指向とは性愛の対象を指し，この観点での性的
少数者には，レズビアン，ゲイ，バイセクシュア
ル，アセクシュアル（性愛の対象をもたない者）
等，異性以外に性的指向がある者や性愛の対象が
ない者が含まれる。性自認とは自己の認識として
の性別を指し，トランスジェンダーやクエスチョ
ニング等が含まれる。本稿では，総称する場合に
性的少数者または SOGI を用いる。

Ⅱ　日米の法枠組みの違い

　雇用差別を法的に論じる際には，日米の法制度
の違いを理解しておくことが肝要である。そこで
Ⅱでは，性的少数者に関する日本法の状況を概観
したうえで，日米の雇用差別の解決手法の違いを
確認する。

1　日本法の状況

　日本でも，SOGI 差別の解決にむけた立法が何
度か試みられ，直近では「LGBT 理解増進法案」

（性的指向及び性自認の多様性に関する国民の理解の
増進に関する法律案）の国会提出（2021 年第 204 回
通常国会）が目指されたが，いずれも実現してい
ない。また，性差別を禁止する男女雇用機会均等
法（以下「均等法」という）5 条および 6 条は，SOGI
を理由とする差別を禁止する規定ではないと解さ
れている 5）。
　このように日本には，SOGI 差別を禁止する法
律は存在していない。しかし，差別を禁止する規
定がないからといって，性的少数者に対する不利
益取扱いが法的にすべて許されるわけではない。
雇用法制においては，権利濫用法理（民法 1 条 3
項，労契法 3 条 5 項，16 条等）や公序良俗（民法 90
条）等を用いて，雇用差別として禁止されていな
い事由であっても，不利益取扱いを無効・違法と
する対応が裁判所によりとられてきた。例えば，
女性にのみ適用される結婚退職制や女性若年定年
制について，合理的理由が認められない限り公の
秩序に反し無効となるとした，均等法制定以前の
裁判例 6）や，障害者差別を禁止する規定が障害者
雇用促進法に追加される以前に，障害を理由とす
る不利益取扱いを無効と判断した裁判例 7）等であ
る。また，ハラスメントに関しても，それを直接
規制する私法上の規定がなくとも 8），使用者は労
働者に対して「働きやすい良好な職場環境を維持
する義務」（職場環境配慮義務）を労働契約上の付
随義務（信義則上の義務）または不法行為法上の
注意義務として負っており，これに違反した場合
には債務不履行（民法 415 条）または不法行為

（同 709 条）として，ハラスメントについての責
任を負うとする裁判例が多数みられる 9）。
　このような枠組みは，性的少数者の事案でも用
いられている。性同一性障害の労働者が，自認す
る性（女性）の服装で勤務することを禁止する業
務命令に従わなかったことを理由として懲戒解雇
された S 社（性同一性障害者解雇）事件 10）におい
て，裁判所は，使用者が適切な配慮をしていれば
企業秩序や業務遂行に著しい支障をきたすとはい
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えなかったとして，懲戒解雇を無効と判断した。
また，性同一性障害である職員が自認する性（女
性）のトイレの使用を一定の範囲で制限されたこ
とについて，裁判所は，「個人がその真に自認す
る性別に即した社会生活を送ることができること
は，重要な法的利益として，国家賠償法上も保護
される」としたうえで，庁舎管理権の行使にあた
って尽くすべき注意義務を怠ったとして国の損害
賠償責任を認め，トイレ使用を制限した人事院の
判定が違法であるとした 11）。さらに，性同一性障
害のタクシー乗務員が化粧をして乗務したこと
が，身だしなみ規定に違反するとして就労拒否し
た事案において，性同一性障害である原告に対し
ては，女性乗務員と同等に化粧を施すことを認め
る必要性があり，業務上の支障が生じるともいえ
ないことから，就労拒否には正当な理由がないと
して，賃金支払請求権を認めた裁判例もある 12）。

2　アメリカ法の状況

　このように，雇用差別やハラスメントを直接規
制する規定がない場合であっても，民法の一般条
項や解雇権濫用法理等を用いて柔軟に問題を解決
することができる日本に対し，アメリカの状況は
大きく異なる。
　アメリカでは「随意雇用」（employment at will）
の原則があるため，期間の定めのない雇用契約の
場合，使用者は，いつでも，どのような理由から
であっても，被用者を解雇することができる。ア
メリカにおいて不当な解雇を違法とするためには
それを禁止する法律が不可欠であり，第 7 編等の
雇用差別禁止規定が唯一の拠り所であるともいえ
る状況にある 13）。SOGI を理由とする不利益取扱
いが，第 7 編により禁止されるかどうかが，性的
少数者にとって極めて重要な意味をもつことが分
かる。
　アメリカでは，ハラスメントについても雇用差
別の問題として扱われてきた。第 7 編はセクハラ
について特に規定していないが，1970 年代後半か
らセクハラを第 7 編の禁止する性差別と認める裁
判例が現れ 14），1980 年には雇用機会均等委員会

（Equal Employment Opportunity Commission）（以
下「EEOC」という）のガイドライン 15）が示され

て，性差別としてのセクハラ法理が定着した 16）。
したがって，性的少数者に対するハラスメントに
ついても，第 7 編により禁止されるかどうかが解
決にとっての最重要事項となる。

Ⅲ　相関する社会運動・法制度・裁判例

1　歴史的背景

　アメリカの性的少数者に関する法制度や裁判例
を論じるに当たっては，性的少数者らが発展させ
てきた社会運動とそれらが法制度や裁判例に与え
た影響を理解することが重要である 17）18）。

　（1�）1960～1980 年代：権利獲得運動の展開とバ
ックラッシュ

　アメリカでは 1950 年代に公民権運動が開始さ
れ，1964 年の公民権法の制定に至った。同法第 7
編は「人種，肌の色，宗教，性または出身国」を
理由とする雇用差別を禁止するが，「性」の項目
は公民権法案に反対する議員が成立を阻むために
差別禁止事由に追加したものであるともいわれ，
立法当時「性」についての十分な議論は尽くされ
なかった 19）。公民権運動の中心は人種差別であっ
たが，その後，女性運動が展開され，さらにそれ
に続く形で性的少数者らによる権利獲得運動が始
まった。その契機の 1 つとされるのが 1969 年 6
月の「ストーンウォールの反乱」である。NY 市
のゲイバーへの警察の立ち入り等に対し，以前か
らくすぶっていた不満が全国的な抵抗運動へと発
展し，1970 年代はゲイやレズビアンの団体が活発
な活動を繰り広げた。
　しかし，1980 年代はエイズ・パニックが吹き荒
れ，バックラッシュが生じる。この経験により，
ゲイとしてのアイデンティティ（だけ）を重視す
る社会運動の限界が認識されたと同時に，多様な
マイノリティが連帯して社会問題の解決に当たる
必要性が浮き彫りとなった 20）。また，性的少数者
たちは自分たちの関係性が法により保護されてい
ないことを痛感し，相続やパートナーシップとい
った権利の重要性を認識するに至った 21）。
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　（2�）1990～2010 年代前半：同性婚をめぐる攻防
　同性婚を求める声が高まるなかで，ハワイ州最
高裁判所は 1993 年に同性婚を認めないことはハ
ワイ州憲法の平等権に違反するものと推定される
と判示した 22）。これにより，同性婚の実現に向け
て期待が一気に高まったが，保守派の激しい抵抗
に遭う。連邦議会は婚姻を男女間に限定する「結
婚防衛法」（Defense of Marriage Act）（以下「DOMA」
という）を 1996 年に制定し，結婚に認められて
いる連邦法関連のベネフィットを異性婚に限定し
た。各州でも結婚を男女間に限定する立法が相次
いだ。
　一方，2000～2010 年代は性的少数者の権利獲得
が進んだ年代といえる。2003 年に連邦最高裁は，
Lawrence v. Texas 事件 23）において，それまでの
判決 24）を覆し，同性愛行為を禁止するテキサス州
法（ソドミー法）を違憲とした。これにより，当
時存続していたテキサスその他 13 の州法がすべ
て廃止された。また，2000 年代に特に活発となっ
た同性婚承認要求の運動が，一連の連邦最高裁判
決につながる。まず，2013 年の United States v. 
Windsor 事件 25）により，婚姻を男女間に限定する
DOMA が 違 憲 で あ る と 判 示 さ れ，2015 年 の
Obergefell v. Hodges 事件 26）によって，同性婚を
否定することは修正第 14 条のデュー・プロセス
条項および平等保護条項に違反するとの判断がな
された 27）。これらにより，1970 年代から争われた
同性婚が連邦においても認められるに至った。

　（3）2010 年代後半：政権交代の影響
　性的少数者たちは一歩ずつ権利を獲得していっ
たが，同性婚に関する連邦最高裁判決が雇用分野
に直ちに影響を及ぼすことはなく 28），「Married on 
Sunday, Fired on Monday」（日曜日に結婚し，月
曜日に解雇される）と揶揄される状態となってい
た。また，オバマ大統領が性的少数者の権利保障
政策を積極的に推し進めたのに対し，2017 年 1 月
に政権を握ったトランプ大統領は，一転してそれ
らを次々に取り消すとともに 29），連邦最高裁判事
に保守派を任命した。性的少数者であることを理
由とする雇用差別事件は，連邦最高裁判所判事の
多数を保守派が占める（5 対 4）なかで，判断さ

れることとった。

2　差別禁止法制定の試み

　（1）公民権法改正
　裁判所やEEOC が第 7 編はSOGI 差別を禁止し
ていないと解していたことから，SOGI を第７編
の差別禁止事由に追加することを内容とする「雇
用差別禁止法」（Employment Non-Discrimination 
Act）（以下「ENDA」という）が，1990 年代以降何
度も連邦議会に提出された。しかし，いずれも廃
案となっており，2013 年の法案 30）以降，ENDA は
再提出されていない。
　ENDA に代わって 2015 年に連邦議会に提出さ
れた法案が，公民権法改正により，雇用だけでな
く，住宅，公共施設，教育等の各分野における
SOGI 差別を禁止する「平等法」（Equality Act）
である 31）。同法案は 2017 年と 2019 年にも提出さ
れたが，いずれも廃案となった。2021 年に再び提
出された平等法案 32）は，同年 2 月 25 日に下院に
おいて 224 対 206 で可決され，上院に提出されて
いるところである。2021 年 8 月末現在，上院にお
ける民主党と共和党の議席数は共に 50 で同数で
あり，上院の採決が可否同数の場合は議長役の副
大統領（民主党）が決定投票を行うため，平等法
が成立する可能性は残されている 33）。

　（2）大統領命令（Executive Order）
　公民権法の改正が実現しないなかで，オバマ大
統領は SOGI 差別解消に向けた取組みの 1 つとし
て「大統領命令 13672」に署名した。これは，連
邦機関および連邦政府との契約締結者に対して，
求職者や被用者について SOGI を理由とする雇用
差別を禁止するものであり，2015 年 4 月 8 日から
施行されている。

　（3）州法
　1982 年にウィスコンシン州が，公的機関と民
間機関の双方において，性的指向を理由とする雇
用差別を禁止する州法を制定して以降，徐々に他
州にも広がっていった。Bostock 事件連邦最高裁
判決の時点では 20 以上の州が，SOGI を理由とす
る雇用差別を禁止する州法を有していた。それ以
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外では，性的指向差別のみを禁止したり，公的機
関のみに適用する対応をとる州がある一方，差別
禁止規定を一切有していない州もあった 34）。

　（4）EEOC の立場
　EEOC は，1970 年 代 以 降，SOGI は 第 7 編 の

「性」に該当しないとの立場をとっていた。しか
し，オバマ政権下の 2012 年，性自認を理由とし
て採用拒否されたとするトランスジェンダー女性
からの申立を受け，EEOC は SOGI 差別も第 7 編
違反に当たるとの立場を示した 35）。その後，トラ
ンプ政権下において態度を変更したが 36），Bostock
事件連邦最高裁判決を受け，第 7 編は SOGI 差別
を禁止しているとの立場を明確にしている。

3　裁判例の展開

　Bostock 事件以前から「性的ステレオイプ理
論」や「同性間のセクハラ」の判断枠組みを利用
して，性的少数者の保護を図ろうとする裁判例が
みられていた。以下では，Bostock 事件連邦最高
裁判決にも影響を与えたそれらの裁判例を紹介す
る。

　（1）性的ステレオタイプ理論
　Price Waterhouse v. Hopkins 事件 37）は，会計
事務所で働くシニア・マネジャーの女性（原告）
が，職務遂行能力は高く評価されたものの，彼女
の物腰，外見および人間性が「女性らしさ」に欠
けるとしてパートナーへの昇格を拒否された事案
である。連邦最高裁は，性的なステレオタイプか
ら生じる男女の不平等を禁止することが，第 7 編
を制定した議会の意思であったとして，性的ステ
レオタイプに基づく不利益取扱いも第 7 編により
禁止されるとした 38）。同判決は，「女性であるがゆ
えに」差別されたわけではないが，女性として期
待される行動をとらなかったことにより差別され
た場合にも，第 7 編の禁止する性差別に当たると
したもので，「性的ステレオタイプ理論」という
新たな法理を形成したと評価されている。
　この性的ステレオタイプ理論は，SOGI 差別に
も適用可能であるとの議論が展開され，Smith v. 
City of Salem 事件等 39）につながった。市の消防

署で働く原告が，性同一性障害であると診断さ
れ，女性的な服装や振る舞いをするようになった
ことを理由に不利益な取扱いがなされた事案にお
いて，第 6 巡回区控訴裁判所は，男性の外見や振
る舞いはこうあるべきだといった性的なステレオ
タイプに原告が一致しないということを理由に不
利益に取扱うことは，第 7 編に違反する性差別と
なると判示した。また，性的ステレオタイプ理論
が性的指向事案にも適用可能であることを示唆す
る裁判例も現れた 40）。

　（2）同性間セクハラ
　SOGI 差別に影響を与えたもう 1 つの議論が，
同性間のセクハラである。同性間セクハラが第 7
編違反となるかどうかについて，巡回区控訴裁判
所間で判断が分かれていたところ，連邦最高裁は
1998 年に同性間セクハラも第 7 編に違反すると
の立場を明らかにした。Oncale v. Sundowner 
Offshore Services, Inc. 事件 41）では，男性被用者
が，同性の上司や同僚からセクハラを受け，辞職
に追い込まれた。連邦最高裁は，同性間であるか
らといって一律に第 7 編の保護が及ばないわけで
はなく，ハラスメントが「性を理由とする」こと
を立証できる限りにおいて，同性間セクハラにも
第 7 編の保護が及びうると判断した。同判決が同
性間でも第 7 編の保護は直ちに排除されないとし
たことから，性的少数者に対するハラスメント事
案等においても，第 7 編による救済可能性が拡張
されていった。

　（3）SOGI 差別
　2 つの連邦最高裁判決により，性的少数者が救
済される道が少しずつ広がったが，巡回区控訴裁
判所レベルでは，第 7 編は SOGI を理由とする差
別を禁止していないとする立場が貫かれた 42）。
　その状況を変えたのが，2017 年の Hively 事件
第 7 巡回区控訴審判決 43）である。レズビアンであ
る非常勤大学教授が，常勤のポストに応募したが
6 回にわたり拒否されたことについて，性的指向
を理由とする差別であるとして提訴した事案にお
いて，裁判所は，性的指向に基づく差別は性差別
の一類型であり第 7 編により禁止されると判断し
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た。また，スカイダイビングの指導員として働い
ていた原告が，ゲイであることを使用者に告げた
6 日後に解雇されたZarda 事件 44）においても，第
2 巡回区控訴裁判所は，第 7 編の性に基づく雇用
差別の禁止は性的指向に基づく差別を含むと判示
した（後述の第 2 事件）。
　両判決は，①女性（男性）に魅力を感じること
を理由に雇用上の不利な取扱いを受けた女性（男
性）は，もし彼女（彼）が女性（男性）に魅力を
感じる男性（女性）であったならば，異なる取扱
いを受けていたであろうから，性的指向は性の一
機能といえ，性的指向差別は性差別の一部である
といえること，②性的指向差別は，例外なく性的
ステレオタイプに根ざしているといえること，③
ほとんどのケースにおいて，使用者の決定は特定
の性別間の恋愛関係に対する反感に根拠があるの
で，性的指向差別は「関係者差別」の一形態であ
るといえること 45）という 3 つの論拠により，性的
指向に基づく差別が第 7 編により禁止されるとの
結論を導いた。
　これらの判決に続き，性自認（トランスジェン
ダー）差別も第 7 編により禁止されるとする裁判
例が現れた。Harris Funeral Homes 事件 46）は，
葬儀場に採用された時点では男性であった原告

（Stephens）が，その後性同一性障害の診断を受
け，採用から 6 年後に「女性として生きていく」
旨の手紙を使用者に渡したところ解雇された事案
である。第 6 巡回区控訴裁判所は，①部分的であ
れ被用者の性を考慮することなく，トランスジェ
ンダーを理由として解雇することは不可能である
ため，トランスジェンダーを理由とする差別は必
然的に性に基づく差別の形態をとること，およ
び，②性に関わる器官と性自認がどのように連動
すべきであるかというステレオタイプを押し付け
ることなく，トランスジェンダーを理由として差
別することはできないため，トランスジェンダー
差別は第 7 編が禁止する性的ステレオタイプ差別
に含まれること，という 2 つの理由からトランス
ジェンダーを理由とする解雇は第 7 編により禁止
されているとした（後述の第 3 事件）。
　一方で，SOGI 差別は第 7 編によって禁止され
ていないとの立場を維持する裁判所もあった。そ

の 1 つが 2018 年の第 11 巡回区控訴裁判所による
Bostock 事件判決 47）である。ジョージア州クレイ
トン郡の少年裁判所の児童福祉コーディネーター
であった原告（Bostock）が，ゲイらで組織する
ソフトボールリーグに参加しはじめた数カ月後
に，郡の従業員としてふさわしくない（unbecom-
ing）として解雇された事案において，裁判所は
SOGI 差別は第 7 編によって禁止されていないと
判示した（後述の第 1 事件）。

Ⅳ　連邦最高裁判決

1　概　要

　SOGI 差別が第 7 編により禁止されるかどうか
について，巡回区控訴裁判所間で判断の不一致が
生じる状況を受け，連邦最高裁は，Bostock 事件

（第 1 事件），Zarda 事件（第 2 事件）および Harris 
Funeral Homes 事件（第 3 事件）の裁量上訴を認
め，それらを統合し判断することとした。
　3 つの事件はいずれも性的指向や性自認を理由
とする解雇の事案であり，連邦最高裁での争点
も， こ れ ら の 解 雇 が 第 7 編（703 条 (a)(1)） の

「性」を理由とする差別に該当するかという点に
あった。連邦最高裁は 6 対 3 で，性的指向や性自
認を理由とする差別は「性」を理由とする差別に
当たり第 7 編に違反するとし各解雇の違法性を認
め，第 1 事件原判決を破棄し，第 2・第 3 事件原
判決を維持した（以下「本判決」という）48）。法廷意
見は保守派のゴーサッチ判事が執筆し，リベラル
派の 4 人（ギンズバーグ判事，ブライヤー判事，ソ
トマイヨール判事，ケーガン判事）と保守派のロバ
ーツ長官が加わった 49）。反対意見として，いずれ
も保守派のアリート判事の意見（トーマス判事が
同調）とカバノー判事の意見が付されている。

2　法廷意見

　法廷意見の概要は以下の通りである。
　（1）第 7 編の解釈
　当裁判所が法を解釈する際には，法が制定され
た当時の言葉の通常の一般的な意味（the ordinary 
public meaning）に従って解釈する。そのうえで，
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公民権法 703 条 (a)(1) の「性を理由として差別
する」の意味を検討するに，まず，「性」（sex）
という文言は，生物学的な男女の区別のみを意味
するとの前提に立ち，議論を進める。次に，「理
由として」（because of）という文言は，あれなけ
ればこれなしという条件関係を意味する。性だけ
が理由であることや性が主たる理由であること
は，第 7 編の文言上も求められておらず，他の要
因も争われている結果に貢献したとしても，「理
由として」という要件は満たされる。最後に，

「差別する」（discriminate）という文言は，その属
性を有する者の集団（group）を対象にする必要
はなく，特定の個人（individual）に対する不利益
があればよい 50）。公民権法 703 条 (a)(1) が 3 度も

「個人」を差別することを禁じると定めているこ
とからも，そのことは明らかである。

　（2）SOGI 差別と性差別の関係
　使用者が部分的であれ性に基づいて被用者を意
図的に解雇した場合に，第 7 編違反が成立する。
性以外の要因がその決定に関わっていたとして
も，また，使用者が女性を集団として男性集団と
同一に扱ったとしても，それらのことは重要では
ない。被用者の性別が違えば，使用者が異なる決
定をしたことになるとすれば，第 7 編違反となる。
個人の被用者の性は，被用者たちの選考，評価，
報酬と関連しない。
　本件事案においても同様のことがいえる。個人
が同性愛者やトランスジェンダーであることは，
雇用上の決定に関連しない。性に基づく差別をす
ることなしに，同性愛者やトランスジェンダーで
あることに基づいて個人を差別することはできな
いからである。例えば，2 人の被用者がおり，双
方とも男性に魅力を感じている。その 2 人は，一
方が男性で他方が女性であるということ以外は，
すべての面において実質的に同じである。使用者
が，男性被用者が男性に魅力を感じるという理由
で彼を解雇したとすれば，使用者は女性の同僚に
は許している特性や行為を理由に差別したことに
なる。つまり，使用者は，部分的には被用者の性
別に基づいて，解雇する被用者を意図的に選別し
ていることになり，被用者の性別が，条件関係に

おける解雇の原因となっている。原告がトランス
ジェンダーの場合も，同様のことがいえる。
　このように，同性愛やトランスジェンダーであ
ることを理由に差別する場合には，必然的に，使
用者は被用者の性別を理由に意図的に異なる取扱
いをすることになるため，他の要因が決定に影響
したとしても，また，同性愛者やトランスジェン
ダーである場合は，男性であれ女性であれ同様に
解雇する方針をとっているとしても，第 7 編違反
が成立する。これらは，明白で確定した意味をも
つ第 7 編の文言を直截に適用したに過ぎない。

　（3）本判決を補強する 3 つの連邦最高裁判決
　我々の結論をさらに補強する必要があるのであ
れば，それらは容易にみつかる。第 7 編の文言が
示していることはすべて，当裁判所が既に確認し
ている。
　まず，Phillips v. Martin Marietta Corp. 事件 51）

は，幼い子どもがいる女性は採用しないが，幼い
子どもがいる男性は採用するという使用者の対応
について，女性であるということだけでなく，子
どもがいるという別の理由も判断に影響している
としても，第 7 編違反が成立するとした。次に，
Los Angeles Dept. of Water and Power v. Manhart
事件 52）は，女性の方が平均寿命が長いことを理由
に，男性よりも高い年金保険料を設定する会社の
方針について，集団としてはそのような考えが正
しいとしても，第 7 編が個人に焦点を当てている
ことは疑いのないことであり，高い保険料を支払
った女性が男性と同じように早く死亡することも
あるのであって，第 7 編違反に当たると判示し
た。さらに，Oncale 事件 53）は，被害者と同性の者
が差別に関与したことや性別以外の要素が差別に
寄与していたことは重要ではなく，ハラスメント
を受けた原告が，彼が男性でなければそのような
扱いを受けなかったのであるから，同性間セクハ
ラであっても第 7 編に違反するとした。
　これらの先例から以下の示唆が得られる。第 1
に，Manhart 判決や Phillips 判決が示すように，
使用者が差別的な方針をどのように呼んでいよう
と，どのような意図から行われようと，性別によ
って差異が生じていれば性差別となる。第 2 に，3
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判決が示すように，本人の性別は，その不利益が
行われたことの唯一あるいは主たる要因である必
要はない。第 3 に，Manhart 判決が示すように，
集団として，男性と女性を等しく扱っていたとし
ても，個人が性別のために不利益を受ければ，性
差別が成立する。

　（4）使用者側の主張に対する反論
　第 1 に，使用者は原告らを，性別ではなく，同
性愛者やトランスジェンダーであることを理由に
解雇したと主張するが 54），もっとも直接的な理由
を挙げることが多い普段の会話とは異なり，第 7
編の適用においては性が条件関係にあったかどう
かが問われる。第 2 に，使用者は，同性愛者やト
ランスジェンダーであることを理由とする差別
は，被用者らの性別を明らかにせずとも行うこと
が可能であるため，「意図的な」性差別ではない
と主張する。しかし，同性愛者を差別することに
より，男性に魅かれる男性や女性に魅かれる女性
を意図的に不利に扱い，トランスジェンダーを差
別することにより，出生時の性と自認する性を理
由に差別しているのであって，結局のところ，個
人の性別を 1 つの理由として雇用を拒否してい
る。
　第 3 に，使用者が主張するように，同性愛やト
ランスジェンダーは，性別とは異なる概念である
ことは我々も同意するが，同性愛者やトランスジ
ェンダーであることを理由とする差別は，必然的
に性別に基づく差別となることは既に述べてきた
通りである。第 4 に，1964 年当時，第 7 編が同性
愛者やトランスジェンダーに対する差別にも適用
されると考えていた人はほとんどいなかったと使
用者は主張する。しかし，立法史の検討が必要と
されるのは法の文言の意味があいまいな場合であ
って，法文が明白な第 7 編の場合にはそのような
必要はない。
　第 5 に，本判決の結論が，性差別を禁じる他の
連邦法や州法にも及ぶことや，性別のトイレや更
衣室，服装規定が不適切となることを使用者らは
懸念する。しかし，それらの問題は本判決ではな
く将来の事例に委ねられるものである。第 6 に，
本判決の結果が使用者の宗教上の信念を侵害する

おそれについても指摘する。我々も，憲法上の信
教の自由を保障することには強い関心をもってい
るところであるが，信教の自由を保障する従来の
法理が，第 7 編とどのように作用しあうかについ
ても，将来の事案に委ねられた問題である。

3　反対意見

　反対意見としては，第 7 編の制定時，「性」に
性的指向や性自認が含まれると予期していたとは
いえず，法廷意見は法の解釈ではなく，もはや立
法に等しいこと，第 7 編の差別禁止事由に性的指
向や性自認を追加する法案が議会に何度も提出さ
れたが実現に至っていない状況等は，性を理由と
する差別は同性愛やトランスジェンダーを理由と
する差別とは別物であることを示していること，
性差別を禁止した他の連邦法に重大な影響を及ぼ
すこと 55），法廷意見は，信教の自由，教育におけ
る機会均等，スポーツにおける平等，個人のプラ
イバシーや安全への脅威をもたらしうること等が
挙げられている。

4　検　討

　（1）本判決の位置づけ
　SOGI 差別が第 7 編違反となるとした巡回区控
訴審判決は，性的ステレオタイプ理論を根拠の 1
つとしていたが，本判決は，性的ステレオタイプ
理論を用いず 56），厳格な条文の解釈によって，
SOGI 差別は性差別に当たり第 7 編違反になると
の結論を導いた。しかし，いかに条文解釈による
結論とはいえ，20 年前に（おそらく 10 年前であっ
ても）同様の判断がなされたとは考えにくい。い
くつかの要因が積み重なった結果として本判決に
至ったと理解すべきであろう。
　まず，1964 年に第 7 編が制定されて以降，妊娠
を理由とする差別も性差別に含まれるとの法改正
がなされたこと（公民権法 701 条 (k））や，セクハ
ラが性差別に含まれるとの判例法理が形成されて
きたこと等を経て，「性差別」の内容が深化・拡
張してきたという点が挙げられる 57）。また，性的
少数者による社会運動が奏功し，性的少数者に対
する社会の理解が広がっていたこと，その結果，
SOGI 差別を禁止する法律を制定する州が増えて
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いったことなどがあり，性的少数者に限らず広く
公民権についてのコンセンサスが醸成されてきた
という背景があった 58）。

　（2）本判決の意義と射程
　本判決の最大かつ明白な意義は，第 7 編の規制
対象となっている使用者 59）による SOGI 差別か
ら，性的少数者らが保護されることになった点に
ある 60）。アメリカでは不当な取扱いから身を守る
ほぼ唯一の術が差別禁止規定であり，また，SOGI
差別を禁止する州法のない地域が残るなかで，連
邦法である第 7 編が SOGI 差別にも適用されるこ
とが明らかにされたことは，全米の性的少数者ら
にとって極めて重大な意味をもつ。まさに，

「They can now get married on Sunday, go to 
work on Monday, and announce their marriage 
with no adverse outcomes」（日曜に結婚し，月曜
に仕事に行き，不利益な取扱いを恐れず結婚報告が
できる）という状況をもたらした 61）。
　本判決は解雇の事案であるが，第 7 編は雇用の
全局面における差別を禁止しているため，雇用の
全局面において SOGI を理由とする不利益取扱い
をすることが許されなくなる。これまで SOGI 差
別を禁止する州法を有していなかった地域の使用
者は，被用者に適用される会社の方針や手続等を
すべて見直す必要に迫られる 62）。
　本判決は「ゲイ」と「トランスジェンダー女
性」の事案であったが，「レズビアン」と「トラ
ンスジェンダー男性」にも本判決が及ぶことは明
らかといえよう。さらに，性別と同様に性的少数
者であることは雇用上の決定に関連しないとする
本判決の考え方や，本判決が，第 7 編は集団では
なく「個人」を保護すると繰り返し述べているこ
とを踏まえると，バイセクシュアルやクエスチョ
ニング等も含め，一連の SOGI を理由とする雇用
差別に，本判決の射程が及ぶとも考えられる 63）。
確かに，性的指向と性自認とでは，抱える問題は
必ずしも同じではないが，本判決がそれらを区別
せず一連のものとして扱ったことにより，いずれ
かのグループだけが保護されるのではなく，すべ
ての性的少数者が保護される可能性が高まったと
考える 64）。性的少数者らが，「差別のない／平等な

取扱い」を必要とする場面では，本判決が大きな
力を発揮するといえよう。

　（3）残された課題
　ただし，平等な取扱いを超えて，何らかの特別
な対応（配慮）を必要とするような場面では，問
題が残る。性自認の観点からの性的少数者（トラ
ンスジェンダー等）が，自認する性でのトイレや
更衣室の使用を希望する場合や，男女別の服装や
化粧の規定について自認する性での扱いを求める
場合などについて，使用者はそれに応じなければ
ならないのか，応じないことが第 7 編違反となる
のかという問題である。この点について本判決は
将来の問題と述べるにとどめている。
　このような配慮を求めることは，これまでも第
7 編における宗教差別 65）や障害差別を禁止する
ADA66）のなかで認められており，単なる平等な
取扱いを超えて，何らかの配慮を使用者に求める
ことは，差別禁止の枠組みのなかでも可能であ
る。ただし，宗教差別や障害差別の経験からすれ
ば，制定法の解釈からそれらの配慮を導くことは
難しく，法改正が必要とされる可能性が高い。こ
の点，上院に提出中の上述した平等法案には，

「（性自認に関して）個人は，自認する性に応じた，
トイレ，更衣室，試着室を含む共用施設へのアク
セスを拒否されてはならない」との規定が盛り込
まれている。アメリカでは，性的少数者に対する
社会的な理解が着実に進んでおり，そのことが法
改正や裁判例に結びついてきたこれまでの経緯を
踏まえると，平等法が成立する可能性もある。た
だし，性的少数者の問題は，政治的対立と結びつ
きやすいことに加え，宗教問題とも真っ向から衝
突する場合がある 67）。このような対立をどのよう
に調整しながら，歩みを進めていくのか，今後の
進捗を注視したい。
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